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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第75期
第２四半期
連結累計期間

第76期
第２四半期
連結累計期間

第75期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (千円) 2,832,828 3,182,994 6,147,582

経常利益 (千円) 32,191 56,434 154,087

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 9,324 35,201 257,002

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 4,364 25,381 330,667

純資産額 (千円) 2,316,808 2,579,995 2,619,049

総資産額 (千円) 9,683,618 10,135,932 10,453,641

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 1.16 4.39 32.04

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 23.9 25.5 25.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △320,869 △510,483 99,498

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,573,961 △165,809 △782,484

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,297,636 △395,057 1,561,782

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 850,432 1,275,050 2,346,914
 

 

回次
第75期
第２四半期
連結会計期間

第76期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 5.96 6.90
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。　

 
２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内

容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び当社の関

係会社）が判断したものであります。

（1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、堅調な企業業績や雇用・所得環境の改善が見られ緩やかな

回復基調にあるものの、中国経済の下振れ懸念など景気の先行きは不透明な状況となっております。また、消費

税増税後の個人消費の弱さが依然として続くなど、当社グループを取り巻く状況は依然として厳しい状況が続い

ております。

このような経済環境の中で当社グループは、駐車場機器及び電子機器部品の開発・販売に加え、施設園芸ハウ

ス向けヒートポンプ空調を始めとした農事用商品の販売及びアクア（水）事業として水プラント用充填機や

ウォーターサーバーの販売を行い、売上及び利益の向上に努めてまいりました。

　当社の主力事業である駐車場関連事業は、駐車場運営事業においては直営駐車場が増加したことにより増収と

なり、駐車場機器事業においても堅調に推移し増収となりました。また、電子機器部品事業においても、前年同

期より増収となりました。

　その結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は31億8,299万円（前年同期比12.4％増）となりました。損益

面につきましては、営業利益は8,606万円（前年同期比56.2％増）、経常利益は5,643万円（前年同期比75.3％

増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は3,520万円（前年同期比277.5％増）となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

 

＜駐車場運営事業＞

駐車場運営事業につきましては、直営駐車場が増加したことにより、売上高は14億5,811万円（前年同期比

21.7%増)となり、セグメント利益（営業利益）は9,573万円（前年同期比4.2%減)となりました。

 

＜駐車場機器事業＞

駐車場機器事業につきましては、ロック板式集中精算管理システム“ＴＰＣ-ＭＰ210”と電動油圧式ロックユ

ニット”ＴＰＰ-ＣＬ100”を中心に拡販を図りました。その結果、売上高は8億4,854万円（前年同期比21.7%増)

となり、セグメント利益（営業利益）は1億5,150万円（前年同期比101.8%増)となりました。

 

＜電子機器部品事業＞

電子機器部品事業につきましては、子会社のＥＰＥ㈱及びＥＰＥ（Thailand）Co., Ltd.の売上高が堅調に推

移いたしました。その結果、売上高は5億9,808万円（前年同期比9.9%増)となりましたが、セグメント損失（営

業損失）は479万円（前年同期は469万円のセグメント利益（営業利益））となりました。
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＜不動産賃貸事業＞

不動産賃貸事業につきましては、前事業年度に北九州市小倉北区のＫＭＭビルを売却したことにより、売上高

は4,359万円（前年同期比64.0%減)となり、セグメント利益（営業利益）は2,233万円（前年同期比57.1%減)とな

りました。

 

＜アグリ事業＞

アグリ事業につきましては、ハウス栽培用ヒートポンプ空調等の農事用商品の拡販を推進しましたが、原油価

格下落の影響により全般的に低調に推移いたしました。その結果、売上高は8,877万円（前年同期比61.7%減)と

なり、セグメント損失（営業損失）は822万円（前年同期は2,809万円のセグメント利益（営業利益））となりま

した。

 

＜その他＞

その他は、主にアクア（水）事業として水プラント用充填機やウォーターサーバーを拡販いたしました。ま

た、平成27年4月から奈良県北葛城郡広陵町において1000ＫＷの太陽光発電事業を、平成27年9月から茨城県稲敷

市において250ＫＷの太陽発電事業をそれぞれ稼働致しました。その結果、売上高は1億4,587万円（前年同期比

257.0%増)となり、セグメント損失（営業損失）は3万円（前年同期は1,414万円のセグメント損失（営業損

失））となりました。

　

（2）財政状態の分析

①資産

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、101億3,593万円（前連結会計年度末比3億1,770万円減）となりまし

た。

流動資産につきましては、現金及び預金が減少したこと等により、38億9,844万円（前連結会計年度末比8億

6,303万円減）となりました。

固定資産につきましては、太陽光発電事業としてリース資産（有形）と機械、運搬具及び工具器具備品を計上し

たこと等により、62億3,748万円（前連結会計年度末比5億4,532万円増）となりました。

②負債

当第２四半期連結会計期間末の負債合計は、75億5,593万円（前連結会計年度末比2億7,865万円減）となりまし

た。

流動負債につきましては、未払法人税等が減少したこと等により、20億7,269万円（前連結会計年度末比3億

5,825万円減）となりました。

固定負債につきましては、長期借入金が減少し、その他等（主にリース債務）が増加したこと等により、54億

8,323万円（前連結会計年度末比7,960万円増）となりました。

③純資産

当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は、25億7,999万円（前連結会計年度末比3,905万円減）となりまし

た。配当金の支払により利益剰余金が減少したこと等によるものであります。
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（3）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によるキャッ

シュ・フローで5億1,048万円減少し、投資活動によるキャッシュ・フローで1億6,580万円減少し、財務活動による

キャッシュ・フローで3億9,505万円減少した結果、前連結会計年度末に比べ、10億7,186万円減少し、12億7,505万

円となりました。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロ－）

営業活動の結果、減少した資金は、5億1,048万円（前年同期比1億8,961万円減）となりました。これは、主に法

人税等の支払によるものであります。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロ－）

投資活動の結果、減少した資金は、1億6,580万円（前年同期比14億815万円増）となりました。これは、主に有

形固定資産の取得による支出等によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロ－）

財務活動の結果、減少した資金は、3億9,505万円（前年同期比16億9,269万円減）となりました。これは、主に

長期借入金の返済によるものであります。

 
（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 
（5）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は1,543万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グル－プの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
（6）従業員数

当第２四半期連結累計期間において、連結会社または提出会社の従業員数の著しい増減はありません。

 
（7）生産、受注及び販売の実績

当第２四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売の著しい変動はありません。

 
（8）主要な設備

当第２四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度における計画の

著しい変動はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 16,200,000

計 16,200,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年11月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,038,100 8,038,100
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダ－ド）

単元株式数は1,000株
であります。

計 8,038,100 8,038,100 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

　平 成 27 年 ７ 月 １
日～　
　平成27年９月30日

― 8,038,100 ― 1,052,850 ― ―
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(6) 【大株主の状況】

平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

大和リース㈱ 大阪府大阪市中央区農人橋二丁目１番36号 2,650 32.96

サンキュー産業㈱ 東京都大田区山王二丁目３番15号 784 9.75

曽　田　俊　之 東京都大田区 479 5.96

本　房　周　作 福岡県福岡市中央区 399 4.96

㈱三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 213 2.64

㈱みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 213 2.64

菊　池　由　和 福岡県糸島市 162 2.01

ポッカサッポロフード＆ビバ
レッジ㈱

愛知県名古屋市中区栄四丁目２番29号 142 1.76

みずほ信託銀行㈱ 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 140 1.74

近　藤　勤 愛知県岡崎市 120 1.49

計 ― 5,302 65.96
 

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式  　18,000

―
単元株式数は1,000株
であります。

完全議決権株式(その他) 普通株式 8,002,000 8,002 同上

単元未満株式 普通株式    18,100 ― ―

発行済株式総数 8,038,100 ― ―

総株主の議決権 ― 8,002 ―
 

(注)　　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式247株が含まれております。
　

② 【自己株式等】

平成27年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
テクニカル電子株式会社

東京都大田区大森西
一丁目９番12号

18,000 ― 18,000 0.22

計 ― 18,000 ― 18,000 0.22
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成27年７月１日から平成

27年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、至誠清新監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、従来から監査証明を受けていた清新監査法人は、平成27年10月1日付けで至誠監査法人と合併し名称を至誠清

新監査法人に変更しております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,146,914 2,075,050

  受取手形及び売掛金 608,235 763,089

  たな卸資産 ※1  530,586 ※1  502,634

  その他 485,139 568,049

  貸倒引当金 △9,396 △10,378

  流動資産合計 4,761,479 3,898,445

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 1,186,809 1,165,819

   機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 693,319 807,782

   土地 3,258,728 3,261,603

   リース資産（純額） - 385,912

   建設仮勘定 57,655 77,539

   有形固定資産合計 5,196,513 5,698,657

  無形固定資産   

   のれん ※2  151,946 ※2  137,587

   その他 33,536 34,664

   無形固定資産合計 185,483 172,251

  投資その他の資産   

   その他 323,224 379,536

   貸倒引当金 △13,059 △12,959

   投資その他の資産合計 310,165 366,577

  固定資産合計 5,692,162 6,237,486

 資産合計 10,453,641 10,135,932
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 291,721 338,864

  1年内償還予定の社債 40,000 40,000

  短期借入金 380,980 373,640

  1年内返済予定の長期借入金 752,653 751,273

  未払法人税等 344,629 19,372

  引当金 97,799 26,902

  その他 523,169 522,645

  流動負債合計 2,430,954 2,072,697

 固定負債   

  社債 40,000 20,000

  長期借入金 4,898,960 4,619,981

  役員退職慰労引当金 14,006 17,079

  退職給付に係る負債 43,588 44,529

  資産除去債務 - 11,459

  その他 407,082 770,187

  固定負債合計 5,403,637 5,483,238

 負債合計 7,834,591 7,555,936

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,052,850 1,052,850

  資本剰余金 236,436 236,436

  利益剰余金 1,338,520 1,309,555

  自己株式 △4,767 △5,036

  株主資本合計 2,623,038 2,593,805

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 10,696 3,435

  土地再評価差額金 △117,147 △117,137

  為替換算調整勘定 102,451 99,882

  その他の包括利益累計額合計 △3,999 △13,820

 非支配株主持分 10 10

 純資産合計 2,619,049 2,579,995

負債純資産合計 10,453,641 10,135,932
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

売上高 2,832,828 3,182,994

売上原価 2,209,496 2,523,546

売上総利益 623,332 659,447

販売費及び一般管理費 ※1  568,236 ※1  573,379

営業利益 55,096 86,068

営業外収益   

 受取利息 930 888

 受取配当金 867 680

 受取保険金 4,252 1,872

 為替差益 - 710

 受取手数料 58 57

 貸倒引当金戻入額 742 -

 その他 4,787 1,494

 営業外収益合計 11,639 5,703

営業外費用   

 支払利息 27,326 31,162

 為替差損 2,823 -

 その他 4,394 4,174

 営業外費用合計 34,543 35,336

経常利益 32,191 56,434

特別利益   

 投資有価証券売却益 - 12,074

 役員退職慰労引当金戻入額 14,590 -

 特別利益合計 14,590 12,074

特別損失   

 固定資産除却損 3,385 14,167

 特別損失合計 3,385 14,167

税金等調整前四半期純利益 43,396 54,342

法人税、住民税及び事業税 30,782 6,093

法人税等調整額 3,289 13,046

法人税等合計 34,071 19,140

四半期純利益 9,324 35,201

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

△0 0

親会社株主に帰属する四半期純利益 9,324 35,201
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

四半期純利益 9,324 35,201

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 10,715 △7,261

 土地再評価差額金 - 9

 為替換算調整勘定 △15,674 △2,569

 その他の包括利益合計 △4,959 △9,820

四半期包括利益 4,364 25,381

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 4,364 25,381

 非支配株主に係る四半期包括利益 △0 △0
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 43,396 54,342

 減価償却費 124,416 128,209

 のれん償却額 14,359 14,359

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △742 882

 賞与引当金の増減額（△は減少） △16,449 △51,290

 製品保証引当金の増減額（△は減少） △8 △107

 固定資産解体引当金の増減額（△は減少） - △19,500

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △2,306 1,012

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3,696 3,073

 未払人件費の増減額（△は減少） △25,861 △25,846

 受取利息及び受取配当金 △1,798 △1,568

 支払利息 27,326 31,162

 固定資産除売却損益（△は益） 3,385 14,167

 投資有価証券売却損益（△は益） - △12,074

 受取保険金 △4,252 △1,872

 役員退職慰労引当金戻入益 △14,590 -

 売上債権の増減額（△は増加） △128,984 △155,111

 たな卸資産の増減額（△は増加） △127,287 30,036

 前渡金の増減額（△は増加） △94,095 △31,527

 未収入金の増減額（△は増加） △41,775 4,660

 仕入債務の増減額（△は減少） 20,541 47,353

 未払費用の増減額（△は減少） △12,348 △11,572

 未払消費税等の増減額（△は減少） △45,131 △80,317

 長期受入保証金の増減額（△は減少） 20,936 △631

 その他 △43,242 △76,846

 小計 △300,817 △139,005

 利息及び配当金の受取額 1,798 1,568

 利息の支払額 △27,421 △29,661

 保険金の受取額 4,252 1,428

 法人税等の支払額 △16,225 △344,812

 法人税等の還付額 17,543 -

 営業活動によるキャッシュ・フロー △320,869 △510,483
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           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △30,368 -

 定期預金の払戻による収入 60,730 -

 有形固定資産の取得による支出 △1,595,252 △153,541

 無形固定資産の取得による支出 △3,320 △5,727

 投資有価証券の取得による支出 △2,264 △1,810

 投資有価証券の売却による収入 - 24,031

 長期貸付けによる支出 - △25,440

 長期貸付金の回収による収入 - 163

 その他 △3,484 △3,484

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,573,961 △165,809

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △3,130 △7,313

 長期借入れによる収入 1,700,000 100,000

 長期借入金の返済による支出 △311,495 △380,031

 社債の償還による支出 △20,000 △20,000

 ファイナンス・リース債務の返済による支出 △19,939 △23,760

 配当金の支払額 △47,671 △63,683

 自己株式の取得による支出 △127 △268

 財務活動によるキャッシュ・フロー 1,297,636 △395,057

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4,870 △513

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △602,065 △1,071,863

現金及び現金同等物の期首残高 1,452,497 2,346,914

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  850,432 ※1  1,275,050
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【注記事項】

(会計方針の変更)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年

９月13日）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株

主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連結

会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ たな卸資産の内訳

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

商品及び製品 128,555千円 138,520 千円

仕掛品 110,174千円 101,711 千円

原材料及び貯蔵品 291,856千円 262,402 千円
 

 

※２ のれん及び負ののれんの表示

 のれん及び負ののれんは、相殺表示しております。相殺前の金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

のれん 184,223千円 168,327千円

負ののれん 32,277千円 30,740千円

差　　引 151,946千円 137,587千円
 

 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

役員報酬 23,402千円 24,702千円

給与手当 154,902千円 169,454千円

賞与引当金繰入額 12,468千円 14,987千円

役員退職慰労引当金繰入額 3,696千円 3,073千円

退職給付費用 3,731千円 4,035千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

現金及び預金 850,432千円 2,075,050千円
 

預入期間が３か月超の定期預金 －千円 △800,000千円

現金及び現金同等物 850,432千円 1,275,050千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 48,127 6.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年11月6日
取締役会

普通株式 24,062 3.00 平成26年９月30日 平成26年12月８日 利益剰余金
 

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 64,166 8.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年11月5日
取締役会

普通株式 24,059 3.00 平成27年９月30日 平成27年12月７日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：千円)

 

報告セグメント
その他
（注）

合計
駐車場
運営事業

駐車場
機器事業

電子機器
部品事業

不動産
賃貸事業

アグリ
事業

計

売上高         

外部顧客への売上高 1,198,152 697,099 543,983 121,159 231,572 2,791,967 40,861 2,832,828

セグメント間の内部売
上高又は振替高

－ － 10,889 － － 10,889 － 10,889

計 1,198,152 697,099 554,872 121,159 231,572 2,802,857 40,861 2,843,718

セグメント利益
又は損失（△）

99,903 75,060 4,692 52,051 28,098 259,805 △14,144 245,660
 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、アクア事業等を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

 (単位：千円)

利益又は損失 金額

報告セグメント計 259,805

「その他」の区分の損失（△） △14,144

セグメント間取引消去 60

全社費用(注) △190,625

四半期連結損益計算書の営業利益 55,096
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：千円)

 

報告セグメント
その他
（注）

合計
駐車場
運営事業

駐車場
機器事業

電子機器
部品事業

不動産
賃貸事業

アグリ
事業

計

売上高         

外部顧客への売上高 1,458,115 848,546 598,086 43,597 88,775 3,037,121 145,872 3,182,994

セグメント間の内部売
上高又は振替高

― ― 14,636 ― ― 14,636 ― 14,636

計 1,458,115 848,546 612,722 43,597 88,775 3,051,757 145,872 3,197,630

セグメント利益
又は損失（△）

95,735 151,501 △4,798 22,332 △8,229 256,542 △39 256,502
 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、アクア事業等を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

 (単位：千円)

利益又は損失 金額

報告セグメント計 256,542

「その他」の区分の損失（△） △39

セグメント間取引消去 13

全社費用(注) △170,448

四半期連結損益計算書の営業利益 86,068
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 
　４．報告セグメントの変更等に関する情報

　（事業セグメントの利益又は損失の算定方法の変更）

　第１四半期連結会計期間より、報告セグメントごとの業績をより適正に評価するため、駐車場事業における販売

費及び一般管理費のコストの配賦基準等を見直し、事業セグメントの利益又は損失の算定方法の変更を行っており

ます。

　なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の利益又は損失の算定方法により作成し

たものを記載しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 1円16銭 4円39銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 9,324 35,201

   普通株主に帰属しない金額(千円) ―　 ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

9,324 35,201

    普通株式の期中平均株式数(株) 8,020,996 8,020,148
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

第76期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）中間配当について、平成27年11月５日開催の取締役会に

おいて、平成27年９月30日現在の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたし

ました。

①配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 24,059千円

②１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３円00銭

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・　平成27年12月７日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年11月９日

テクニカル電子株式会社

取締役会  御中

 

至誠清新監査法人
 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士   森　　　脇　　　　淳   印

 

 

業務執行社員  公認会計士   高　　岡　　宏　　成   印
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているテクニカル電子

株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日

から平成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、テクニカル電子株式会社及び連結子会社の平成27年９月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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